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子ども家庭部保育課

平成２６年５月２６日

三橋共同委員長作成資料

｡

｢保育業務の総合的な見直しについて（五園連作成資料)」の質問心回答

？（資料３１五園連追記）・

一一

１

番
号
項目 意見・質問 回答・コメント

五園連コメント追記

１

２

睦
癖

見

公立保育園等の現状の保育内容（特に児童やへの影響リに関す

る検討が全くなく、また、運営形態の見直し後の保育内容への

影響に関する検討がない中で、結論として「運営形態の見直し

を行うこととする」という断定的な記述をしている点について

Iま、協議の前提として、受け入れられるものでない。

スケジュールについても、平成27年４月に委託の場合を想定し

たスケジュール案を提示しているが、現状においても既にスケ

ジュール案通りになっておらず、今後の協議事項を鑑みれば、

スケジュール通りの進行は極めて困難であり、この点について

も、協議の前提として、受け入れられるものではな１，もまずは、

今後のあるべき公立保育園の役割を考えていく中で､保育内容

についての検討・協議が必要であり、その中で具体的に必要と

なる財源の額やく運営形態の見直しの必要性の有無等が検討．

協議されるものと考える。

平成２５年１２月１８日付けで「小金井市公立保育

園運営協議会の運営方針に関する覚雪を共同委員

長間で確認の上、締結しており、今後、この方針に

基づき､運営協議会を運営していくこととなりますｂ

今後、現在の保育内容についての確認・検討を職員

団体との協議と並行して行う中で、運営協議会でご

議論頂きたいと考えている。

平成２５年１２月１８日付け「小金井

市公立保育園運営協議会の運営方針に

関する覚書｣及び下記回答より、運営形

態の見直しを行うことが協議の前提で

はないと理解した。

平成２５年１２月１８日付け｢小金井

市公立保育園運営協議会の運営方針に

関する覚書訂及ひ汀忌詞回答より、２７年４

月に運営形態見直し後の体制に移行す

ることが協議の前提ではないことをあＩ

らためて理解した。

平成２５年１２月１８日付け

３ 質
蓉
Ⅱ
問

1．現

状

１行目「・・・多くの財源を投入・・・」とあるが、投入した具

体的な金額及びその内容について詳細を教示頂きたい。特に、

内容に関しては、公立と民間、運営費用（経常的経費）と一時

的費用（耐震工事やけやき保育園移転関連）等を区分して頂き

たしもまた、「多く」とは何を基準にして述べているの力も他自

民間・公立保育園の決算額推移については、２月１

８日の運協で資料提出しているが、他自治体との比

較については、検討した結果、単純に比較すること

Iま困難と判断した。

資料提出済み６資料17）

２月１８日運営協議会提出資料（資料１７）

については、五園連側より、市の支出額

(補助詞ではなく､各園での支出額(実

際に園児に対して支出されている詞で

金額を精査して頂くよう恢頓済易烏また



４

５

治体や過去の推移等を踏まえた上で回答を頂きたい。

３行目「・・・､入所希望者は増加することが見込まれる・・・」

G認識は我々と同じ）入所希望者の具体的な予測値があればく

示していただきたしも

１０行目「・・・交付税による一般財源化されたこともあり･－．．

保育施策の総合的な見直しは急務｣交付税の言舟韻ｵ源化と保育

施策の総合的な見直しの関係について解説を頂きたい。（-.-般財

源化の趣旨は地方の裁量による支出を促すためのものであり、

紐づきの補助金が無くなったことで総合的な見直しが必要とな

具体的な予測数値は現時点で持っていないが、都市

部の保育需要については､今後も引き続き一定のレ

ベルで推移するものと考えている。平成２５年度に

実施したニーズ調査の結果をみて、精査したしも

公立保育所の運営費については､国負担分２分の１、

都負担分４分の１、市負担分４分の１の割合でそれ

ぞｵ1負担していたが､｢三位一体改革j(補助金削減・

税源移譲・地方交付税改革）により一般財源化され

た。本来であればご指摘のように地方自治の観点か

２

児意福祉審議会答申で実施された公立

と民間の運営費用の比較についても、

算出方法について、確認をして頂くよ

う、依頼済みとなっている。

また、他市との比較ができないというこ

とであれば､何を基準として「多く」と

言われるの力も例えば、新聞報道では、

首都圏の他自治体でも数十億円単位の

対策を打たれている。まずは現状の市の

対応に対する評価のすり合わせが必要

と考えるので、市が評価をするにあたっ

ての基準をしっかりと示していただき

たい°

ニーズ調査の結果は出たが、いつ精査を

されるのか具体的な期日を示していた

だきたい。逆に言えば、現時点では予測

数値を持たない中で、砂に水をかけるよ

うな議論（対応）や、（将来は人口が減

るからといった理由等で）近視眼的な対

応も危倶されるため、入所希望者の想定

値はきちんとと提示して頂きたい。

文中にある「補助金が司般剣源化された

ことによって、公立保育園の総合的な見

直しが急務である」という点に対する回

答になっていませんｂ

紐つきの補助金が計股財源化され、他の



６

るという趣旨は理解に苦しみますb）

１０行目「・ざ・限られた財源の中で待機児童の解消をはじめ保

育ｻー ビｽの拡充､施設の改修等を行っていくためには・・・」

具体的な保育施策に関する収支計画があれば､･教示頂きたしも

特に待機児童対策やサー

Ｏ

ビスの拡充、施設の改修等にどの程度

の予算が必要か教示頂きたしも

らは望ましいことといえるが、－１i銀ｵ源化に伴う財

政措置は地方交付税の基準財政需要額（※）への当

該経費の算入にとどまっていることから、一般的に

市の財政負担が増している傾向がある。

市としては､市全体の財政状況簿を総合的に判断し、

歳入が見込める事業については、積極的に歳入の確

保を図るべきと考える。．

※地方公共団体が合理的・妥当な水準の行政を行う

際に必要な経費を福祉、教育など様々な行政分野ご

とに算定して合算したもの

保育施策に関しては、のびゆくこどもプラン小金井

(次世代育成支援行動計画)に位置づけられている。

この計画は､２６年度末までの計画であり、２７年度か

ら子ども・子育て支援菊制度に向けての事業計画を

策定する中で保育計画を包含していく予定である。

３

支出に回されたために、保育支出に回せ

なくなったという理解でよいか？

また、一般論として、財政が厳しい(厳

しくなった）ため、総合的な見直しが必

要という指摘であれば、（財政が厳しい

ごとは理解をしたうえで).協議会本来の

目的である保育内容(公立保育園の現状

評価、保護者の保育ニーズ）の議論をす

ることと趣旨がことなるのではない

か？（もちろん、財源の議論を否定する

ものではないが、あくまでも現状の評価

及びあるべき保育内容の議論があった

うえでの財源の議論という理解）

現時点では｢のびゆく」以外に具体的な
施策がなく、施策を実施するうえで必要

金額等の試算については、「のびゆく」

も含めて何も無いということと理解し

た。それらが何もない中で､公立保育園

の総合的見直しだけが先行して議論を

することは、我々父母のニーズと黍離し

ているところがある。これまでの協議の

中でも委員から指摘が出ているが、まず

は市の方で小金井の今後の保育施策の

全体像をしっかりと示していただきた

しも保育計画は２６年度中に策定される

ということで良いか？

〃



７

８

●

９

２．

､課題

１行目I待機児童解消を図るための施策として・・・既存認可保

育所の定員拡充、年齢別定員の見直し、定員の弾力的運用、民

間認可保育所の新設､認証保育所の新設､既存認証保育所の定

員拡充・・・多額の経費を投入」とあるが、各施策（公立・民

間の区分をしたうえで） における定員の増員数と経費増額分に

ついて教示頂きた１，＄また、それらの施策が近隣自治体の増員

数や経費増額と比較した場合の評価について、教示頂きたし＄

１３行目「・・・恒常的な財政負担が生じることは明らか・・・」

具体的な財政負担額の見通しについて教示頂きたい。

14行目「多様化する保育ニーズに対応するには､現状の正規職

員による対応では限界であり、ましてや・・・」現状の正規職

員､非常勤嘱託職員とは、人数の面において限界ということ力も

(逆説的に言えば人数が増えｵ1ぱ対応可能ということか）

民間・公立保育園の決算額推移については、２月１

８日の運協で資料提出しているところであるが、他

自治体との比較については､検討した結果、単純に

比較することは困難と１４断した。

資料提出済み６資料17）

※認可･認証を設置した場合の経費試算

認可･認証保育所(60人定員）を設腫した場合の毎

年度の運営

額

費として市が持ち出しとなるおおよその
旬

認可の場合2500万円

認証の場合1,900万円位

待機児を解消していくためには､保育の供給量の確

保が必要と認識している。保育供給丘の確保には、

当然､財政負担が生じることとなる。

※認可･認証を設置した場合の経費e式算

認可･認証保育所（60人定員）を設匝した場合の毎

年度の運営費として市が持ち出しとなるおおよその

額

認可の場合2500万円

認証の場合1,900万円位

現在の保育園の体制では、延長・休日・障がい児保

育等の拡大は難しいと考える。

保育サービス拡充には人（保育士等）の確保が必要

であり、当然（正規職員.･非常勤職員・臨職を間わ

ず）財政負担が生じることとなる。

４

番号３に同じ

番号６に同じ

今後の議論により、工夫できるところは

工夫したとしても、現在の体制では左記

の施策の実施は難しいというのが市の

評価（結論，と理解も逆説的に言えば

保育士と財源があれば実施可能と理解

した。．



1０

１２

１３

1４

1５

3行目「現状では､予算上の問題や体制上の問題から十分に対応
《

できているとは言い難1,､」十分な対応の内容とその際の費用お

よび体制面の内容について教示頂きたい。

8行目「・・・-卜分に対応できているとは言い難い｣十分に対応

するための費用および体制面の内容について教示頂きた１，も

１１行目「・・・現状では対応が困難jとあるが、待機児童対策

の対応がなぜ現状では困難なの力も財源の問題か？

財源の問題を理由に対応が困難という結論で良いという認識

ｶｭ？

4行目「・・・計画的な大規模改修等の対策を実施する必要性が

あり、多額の経費が必要・・・」とあるが、各園とも耐震工事

を行ったばかりで、今後５年以内に具体的に大規模改修等を行

う予定があるのか？

5行目I公立保育園の運営費が全て交付税による一般財源化され

たこともあり、対応が非常に厳しい状況｣上記１の10行目と同

じく、交付税になったことで対応が厳しくなるという論理にな

ぜなるのか？

ー

公立保育園５園のうち、けやき保育園を除く４園に

ついては､いずれも築30年以上経過している施設で

ある｡施設白書において小金井保育園は老朽化対策、

くりのみ保育園、わかたけ保育園、さくら保育園に

ついては耐震補強工事と大規模改修を実施済みだ

が、バリアフリー対策、環境対応の必要性が指摘さ

れている。

今後､平成26年３月に示された｢公共施設マネジメ

ントの構築に向けた取り組み」として、公共施設の

維持保全に係る全庁調整･横断体制の構築に向けた

一定の方向性を示されており、この取組みの中で検

討していくこととする。

公立保育所の運営費については､国負担分２分の１、

都負担分４分の１、市負担分４分の１の割合でそれ

ぞれ負担していたが、｢三位一体改革｣（補助金肖I臓・

税源移譲・地方交付税改革）により－１i銀ｵ源化され

た。本来であればご指摘のように地方自治の観点か

５

●

｢十分な対応」の具体的な内容は左記、

延長・休日・障がい児保育と理解するが

よいか？。

具体的に回答いただきたし、

財源の問題ということで良いか？

財源に関わらず；待機児童対策は必要で

はないか？

同じく施設白書や市の長期計画では、左

記の市の回答を踏まえても、今後５年程

度の間に実施する予定はないものと理

解をしているがいかがか？（他に福祉会

館や庁舎等、優先度の高Ｉ,施策がたくさ

んあるのではないか。（言い換えれば保

育園の建て替えは相対的に優先度が低

いという位置づけではないか？)）

番号５に同じ



ノ

イ、

６

〆

1６

1７

子ども子育て新制度と公立保育園の運営に関する総合的な見直

しが必要となることの関連性について、説明を頂きたしも

2行目「・・・子ども子育てに関連する財源の確保等が求められ

ている」２０１３年１１月時点では編瞳の詳細が不明の部分も多い

が､具体的に財源の確保を求められている内容及び額について､Ｉ

教示頂きたい。

らは望ましいことといえるが、一般鋤源化に伴う財

､政措置は地方交付税の基準財政需要額（※）への当

該経費の算入にとどまつていることから、一般的に
■

･市の財政負担が増している傾向がある。

市としては､市全体の財政状況等を総合的に鞘断し、

歳入が見込める事業については、積極的に歳入の確

保を図るべきと考える。

※地方公共団体が合理的・妥当な水準の行政を行う

際に必要な経費を福祉､教育など様々な行政分野ご

とに算定して合算したもの

子ども・子育て支援新制度では、乳幼児期の教育。

保育の総合的な提供や、待機児童対策の推進、地域

での子育て支援の充実を図ることとしている。すべ

ての子どもに良質な育成環境を網庫するため、公立

保育園の役割、あるべき姿を見直し、課題の解決を

する必要があると考える。

I子ども･子育て支援締制腔」においてはざ乳幼児

期の教育通保育の総合的な提供や、５年間での待機
■

児童の解消、地域での子育て支援の充実を図ること

となっており、具体的な内容は今後の状況を確認し、

検討していくこととなるが、そうした施策の推進に

は多くの予算（財､;０が必要となる。

具体的に（例をあげて）説明をしていた

だきたし＄

．番号６に同じ

1８

・
課
題
解

３ ３行目「市の財政状況は厳しさを増しており、・・・現在の市民

サービスの縮小､低下を招く調膿も予想されるところとなって

いる｡」市民に対する警告となっているが、具体的に予想されて

いるものがあるの力もあれば教示頂きたい。

現在、本市は危機的な財政状況にあり、将来的

にも財源不足が予測されている。

景気低迷により市税収入が伸び悩む一方、歳出

面では、扶助費を中心として社会保障費が大幅

一般論として、財政が厳しい（厳しくな・

った）ため、総合的な見直しが必要とい

う指摘であれば､側政が厳しいことは

理解をしたうえで）協議会本来の目的で



７

1９

０

決
に
向
け
た
対
応

｢のびゆく」の各施策の一覧表：それぞれの施策での公立保育

園に関係する部分を明確にして頂きたい。特に子育て広場事業

や園庭開放などは民間園でも実施されているのか？

な増加傾向を示しており、市政運営を取り巻く

環境は大変厳しくなっている。この間、市民サ

ービスの維持のため、計画された事業の延伸

(具体的には､貫井北町集会所､梶野公園整備、

婦人会館耐震補強、その他を延伸）や見直しを

行うとともに、歳入を確保するため､財政調整

基金や繰越金の活用、臨時財政対策債の発行に

より対応してきたが、取り組むべき課題が山積

する中、基金残高は急激に減少し、国の制度変

更により臨時財政対策債も発行抑制され、財政

対応力が著しく低下するなど、早急に対応策を

講じることが求められている。

保育業務の総合的な見直しの｢３課題解決に向けた

対応」は公立保管所と関連するものである。

子育て広場事業、園庭開放につては、一部の民間保

育所でも実施している。

ある保育内容（公立保育園の現状評価、

保護者の保育ニーズ）の議論をすること

と趣旨がことなるのではないか？（もち

ろん､財源の議論を否定するものではな

いが、あくまでも現状の評価及びあるく

き保育内容の議論があったうえでの財

源の議論という理解）

子育て広場事業及び園庭開放について

は、一部の民間保育所で実施している点

は、了解した。それ以外の施策について

は、公立保育園のみで実施していると了

解した（それでよいか？）

2０ ４

公
立
保
育
園
の
果
た

4行目「公民の役割分担を見直し､・・・役割を位腫付けていく

べき．．」公立保育園の役割については、記述されている（１）

（２）以外にもあるのではない力も

保育業務の総合的な見直しの中で、今後の公立保育

所の担っていくべき役割として､｢特別に配慮が必要

な児童への積極K】な対応｣、「地域との連携」を掲げ

ているが、今後、運協の中でも議論頂きたしも

左記回答は、了解済みだがそれら以外に

は現時点で市側は無いと理解する（がよ

いか）◎

今後の運協の中でしっかりと議論をし

ていきたいと考える。



８

し
て
い
く
役
割

2１

2２

、
運
営
方
式
の
見
直
し

５ 6行目「・・・今後の子ども施策にかかる費用等を考慮し､運営

形態の見直しを行うこととする」具体的にかかる費用等の具体

的な金額と、運営形態を見直すことで解決するかどうかについ

て、一切触れずに結論だけが先にあるが、実際に運営形態を見

直すことで解決となる理由について教示頂きたい。

１０行目「・・・民設民営に移行する」移行する根拠が不明。教

示頂きた1,も

１１行目「・・・財政効果｣具体的な金額について示していただ

きたい。

子ども・子育て支援新制度に向けて、保育の供給量

の拡大を図っていく必要があり、施設整備には一定

の財源が必要となる。限られた財源の中で、待機児

童の解消をはじめ、保育サービスの充実、施設の改

｡修を行っていくために、これまで同様の運営形態を

見直しを行うこととする。

施設の老朽化に伴う建替えの際には、民設民営であ

れば､国の補助（8/16)、都の補助（3/16）を見込む

ことが可能である。

児童一人当たりの年額で公設公営の場合1,717,609

円（1人/年)、民設民営の場合1,527,994円（1人／

年）であり、財政効果としては、その差額189,615

円（１人/円）を見込むことができる。

議論が抽象論だと進まないため、具体的

な数値等を用いて客観的に説明をして

頂きたい。また、なにより、運営形態を

見直すことによる保育内容への影響に

ついて、市側の検討内容・評価をきちん

と示していただきたい。

耐震工事が各園とも終了したばかりの

中で、建替えが今後数年で本当に必要な

のか？（必要であれば、民説民営でなく

ても、実施すべきだが、市の施策として

その予定はないという理解り。番号23で

指摘しているとおり、補助金を目当てに

本来あるべき施策を歪めることの無い

ようにして頂きたい。

五園連側より、市の支出額（補助調で

はなく、各園での支出額（実際に園児に

対して支出されている須で金額を精査

して頂くよう依頼済魂また児童福祉審

議会答申で実施された公立と民間の運

営費用の比較についても、算出方法につ



、

．’

いて、確認をして頂くよう、依頼済みと

なっている。

2３

2４

ａ
》

果

各園の人数及び年齢構成について教示頂きたしも

そもそも、収入面での比較ではなく、支出面での比較を行った

資料を教示頂きたし＄

(市の負担金額の多少ではなく、公立保育園が国笥保育園より

もコストがかかっているのかどうか、その内容が適切なものな

の力、無駄なものなのかの評価することが重要である。また、

当然のことながら、国等からの補助金を確保することを目的に

施策を歪めることが無いようにして頂きたしも）

上述の通り、補助金の確保を目的に民設民営にするということ

は、本末転倒である。補助金はあくまで民設民営があるべき小

金井の保育として望ましい姿と言えるときに確保に努めるもの

であり、.補助金のために施策を行うものではない。そもそも補

助金は建設費用のような一時的な導入費用（政策誘導へのイン

センティブのみの補助）か､;政策目標が達成されﾔ1ﾙ6廃止され

るのが常のものである。また、そもそも耐震工事や園舎の移転

が終わったばかりにもかかわらず、当面の間に公立保育園に対

して建て替え等を行う予定があるのか教示頂きたしも

人数･年齢構成は資料調整

支出比較の資料は、提出済み

司守

０

の
■

保育業務の総合的な見直しについては、限られた財

源の中で課題を解決し、公立保育所として果たして

いくべき役割を担っていくために公民それぞれの役

割を分担し、効率的に保育施策を実施していくとい

うものであり、決して補助金の確保を目的として保

青業務の総合的な見直しを行うものではな１，も

溌料調整については、引き続きお願いす

る◎

２月１８日運営協議会提出資料債料17）

については、五園連側より、市の支出額

(補助詞ではなく､各園での支出額(実

際に園児に対して支出されている銅.で

金額を精査して頂くよう恢槙済み｡また

児童福祉審議会答申で実施された公立

と民間の運営費用の比較についても、

算出方法について、確認をして頂くよ

う、依頼済みとなっている。

補助金が目的ではないということであ

れば、左記限られた財源の中で課題を

解決する方法（＝提案頂いている民間委

託の財政効果について教示頂きたしも）

補助金が目的でないということであれ

ば２２の回答として､民説民営に移行す

る理由に補助金を挙げている点と矛盾

しているのではないか？

2５ 癖
韮
本資料では､全体的に運営形態の見直しが必要な理由としては、

待機児童解消などの課題を解決するための財源確保という説明

限られた財源の中で、保育サービスの拡充を図るこ

とが困難である。公民の役割りを見直し、より市民

議論が抽象論だと進まないため、具体的

な数値等を用いて客観的に説明をして



とめ になっているが（1ページ目１０行目など）具体的に課題を解消

するためのコスト分析や運営形態を見直すことでなぜ解決する

のか力顎明されていなし＄（なぜ民営化等をすることで現状より

も保育の質やサービスが向上するのか？それとも補助金等歳

入面で効果があるという見解か？）

コスト面での議論を行うにあたっては、まずは小金井市のこれ

まで実施してきた保育施策にかかる費用を具体的に明示して頂

いた_Eで、他自治体と比べてどのようなレベルなの力等により

客観的に評価を行う必要があると考える。

そのうえで、公立保育園の現状の評価及びあるべき姿を実現す

るうえで必要となる施策を示した後、施策を実施するための金

額の算定､更には運営形態の見直しの必要性及び見直し行った

場合の財政面での効果について具体的な金額を教示いただきた

い。

へ

の利便性にあった保育を提供するために見直しが必

要と考える。

1０

頂きたい。また、なにより、運営形態を

見直すことによる保育内容への影響に

ついて、市側の検討内容･評価をきちん

と示していただきたし＄
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